
(単位 : 円)

金　　　額 金　　　額
(前年同期) (前年同期)

流 動 資 産 78,210,812 100,595,561 流 動 負 債 46,901,451 39,109,844
現 金 117,686 108,532 支 払 手 形
当 座 預 金 買 掛 金
普 通 預 金 19,258,980 47,128,297 短 期 借 入 金
別 段 預 金
通 知 預 金 未 払 金 28,135,641 21,537,043
定 期 預 金 未 払 費 用 17,810,740 14,702,843
そ の 他 預 金 未 払 法 人 税 等 182,500 91,300
（ 現 預 金 計 ） 19,376,666 47,236,829 未 払 消 費 税 82,100 2,004,700

預 り 金 16,470 246,958
受 取 手 形 従 業 員 預 り 金
売 掛 金 36,953,547 33,177,558 前 受 金
有 価 証 券 前 受 収 益
短 期 貸 付 金 16,000,000 16,000,000 保 証 金
製 品 ･ 商 品 仮 受 金
仕 掛 品 5,401,520 2,101,320 仮 受 消 費 税
原材料･貯蔵品 賞 与 引 当 金 674,000 527,000
前 払 費 用 402,536 その他流動負債
未 収 入 金 76,543 1,535,250
仮 払 金 固 定 負 債
仮 払 消 費 税 長 期 借 入 金
その他流動資産 長期預り保証金
貸 倒 引 当 金 退職給与引当金

固 定 資 産 12,674,979 9,858,066 負 債 の 部 合 計 46,901,451 39,109,844

( 有 形 固 定 資 産 ) 12,316,309 9,499,396
建 物 8,007,481 8,942,241
構 築 物 436,874 557,046
機 械 装 置 3,871,945 100
車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品 9 9

土 地 株 主 資 本 43,984,340 71,343,783
建 設 仮 勘 定 資 本 金 30,000,000 30,000,000
減価償却累計額 資 本 剰 余 金 21,890,000 21,890,000

資 本 準 備 金 1,890,000 1,890,000
( 無 形 固 定 資 産 ) 348,670 348,670 その他資本剰余金 20,000,000 20,000,000

電 話 加 入 権 348,670 348,670 利 益 剰 余 金 △ 7,905,660 19,453,783
施 設 利 用 権 利 益 準 備 金 5,610,000 5,610,000
営 業 権 その他利益剰余金 △ 13,515,660 13,843,783

圧 縮 積 立 金
(投資その他の資産） 10,000 10,000 別 途 積 立 金

投 資 有 価 証 券 繰越利益剰余金 △ 13,515,660 13,843,783
出 資 金 10,000 10,000   (内、当期純利益) △ 27,359,443 △ 3,524,127
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
そ の 他 投 資

純 資 産 の 部 合 計 43,984,340 71,343,783

資 産 の 部 合 計 90,885,791 110,453,627 負債・純資産の部合計 90,885,791 110,453,627

純　　　資　　　産　　　の　　　部

金　　　額

貸    借    対    照    表
2023年 11月 30日現在

勘　　定　　科　　目 　　金　　　額 　勘　　定　　科　　目

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

尾州ウール株式会社



尾州ウール株式会社

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項
1. 資産の評価基準及び評価方法
　　(1)棚卸資産         
　　　　　仕掛品　　　　　　　総平均法による原価法         

2. 固定資産の減価償却の方法
　　(1)有形固定資産
　　      主として定率法によっている。     ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属
          設備を除く)、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備・構築物については定額法に
　　　　　よっている。

　　(2)無形固定資産
　　　　　定額法によっている。

3. 引当金の計上基準
　　(1)賞与引当金
　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担額を計上している。

4. その他計算書類の作成のため基本となる重要な事項
　　(1) 消費税等の会計処理

Ⅱ．貸借対照表に関する事項　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
 

当期純利益金額 -27,359,443 円

以上

個　別　注　記　表
自 2022年12月1日  至 2023年11月30日


